































































































険組合代行論がある。加藤智章『社会保険核論』（法律文化社 , 2016 年）125 頁以下。 
9　労災保険法の業務災害及び通勤災害は健保法第 1条・第 53 条の 2、並びに第 55 条により
給付しない。






















































12　論点整理がなされている教科書の例として、岩村正彦『社会保障法Ⅰ』（弘文堂 , 2001 年）
79 頁以下、西村健一郎『社会保障法』（有斐閣 , 2003 年）80 頁以下、堀勝洋『社会保障法総
論 第 2版』（東京大学出版会 , 2004 年）248 頁以下、菊池馨実『社会保障法〔第 2版〕』（有斐
閣 , 2018 年）89 頁以下、伊奈川秀和『〈概観〉社会保障法総論・社会保険法（第 2版）』（信山
社 , 2020）174 頁以下など。 

























15　最１小判平 10・9・10集民 189号 819 頁。『健康保険方法の解釈と運用平成 29年版』（法研，
2017 年）440頁。西村・前掲注 12  81 頁、菊池・前掲注 12  89 頁、伊奈川・前掲注 12  176 頁。 
16　最３小判昭 42・10・31 集民 88 号 869 頁は、国民健康保険法に関する判決であるものの、
「被保険者の第三者に対して有する損害賠償請求権が当然保険者へ移転する」として、保険給
付を行った場合に法律上当然に移転することと判断している。昭和 2年 9 月 27 日保発第 90
号 昭和 26 年 7 月 6 日保発第 2285 号では、「被保険者または被扶養者が保険給付を受ける前に
損害賠償を受けまたは第三者に対して賠償の免除をした場合には損害賠償請求権は消滅する」
としている。 
































































20　最３小判昭 38・6・4 民集 17 巻 5 号 716 頁。
21　前掲注 15 解釈と運用 448 頁。この『健康保険法の解釈と運用』は、ほとんどの保険者が


































23　西村・前掲注 12  87 頁。
24　岩村・前掲注 12  94 頁以下。最 2小判昭 43・3・15 民集 22 巻 3 号 587 頁、最 2小判昭 44 
・3・28 訴月 15 巻 6 号 654 頁。なお、菊池・前掲注 12  89 頁は、同旨につき、「これらの場合、
保険給付が行われ国による求償が認められる余地が生じる」と付言する。 
























26　西村・前掲注 12  81 頁。



























32　国民健康保険法第 64 条第 3項には、「市町村及び組合は、第一項の規定（代位取得の規定

















































37　自賠法第 15 条。 
38　自賠法第 16 条。
39　昭和 31 年 9 月 25 日法制局一発第 37 号による法制局意見。 






























































語辞典 第 2版」（有斐閣 , 2000 年））。自動車事故の際には、この示談という言葉が使われるの
でここでも示談を用いる。
45　最３小判平 20・2・19 民集第 62 巻 2 号 534 頁。


























48　大阪高判平 8・5・30 判タ 928 号 228 頁。併せて注 51 を参照。
49　昭和 38 年 6 月 17 日基発第 687 号。





談後支払い時点までについては示談の内容に拘束され 2分の 1 を代位取得するとしている。
代位取得しない部分についての言及はないものの、この部分については、療養の給付を行う
































































































率算出機構 , 2020 年）42 頁 
－ 133 －
第三者行為求償の理論と健康保険組合の役割
ところが、第 1章から前節までで見た通り、その事務内容は健保法の範疇で処理
できることではなく、民法、自賠法などを駆使して臨む必要がある。したがって、
健保組合幹部及び職員にとっては専門に扱っている健保法以外の分野について精
通しなければならず、また難しい判断を迫られることもある。そこで、第 2章で
触れたように、求償事務については別組織を形成するなどの方法をとる方が良い
のではないかと考える。例えば、国民健康保険が国保連合会へ損害賠償請求委託
を行っているように、健保組合も集団的に取り組むことによって、効率的かつ確
実に求償できるようになると思われる。
　健保組合は被保険者に近い存在であり、特に保健事業を通じて加入者の健康保
持増進に寄与してきた。こうした個々の健保組合の取り組みが、我が国の医療保
険制度の発展を牽引してきたと言えよう。その一方で、第三者行為求償は個々の
健保組合において取り組まれており、どれほどの成果を挙げられているのかは全
体としては不明である。そのような中、筆者の経験則によれば、特に中小規模の
健保組合において第三者行為求償事務の負担が大きくなっていると思われる。そ
うであるならば、この第三者行為求償のような事務的負担を切り分けて効率化を
図り、効率化できた分を身近な存在だからこそ可能なサービスへと傾注すること
も、健保組合の役割を考えるうえでは必要であろう。
